
目 次

Ⅰ 学校から職業生活への移行の変化と無業層の増加

Ⅱ イギリスにおけるNEET問題と日本型ニート

Ⅲ 日本型ニートの統計的把握

Ⅳ 日本型ニートに至るプロセスと意識 インタビュー

調査結果から

Ⅴ 必要な政策的支援

Ⅰ 学校から職業生活への移行の変化と
無業層の増加

若者が大人になり, 社会を構成する一人前のメ

ンバーとなることは, 社会にとっても個人にとっ

ても重要な課題である｡ 大人になることには, 親

の家計から離れ, 自分の家庭を営み経済的に自立

すること, あるいは, 政治参加や納税の義務を果

たすなど, さまざまな局面があると考えられるが,

その中でも, 職業を持ち, 親の家計から自立した

生計を営むことは重要な部分を占めるといえる｡

親の家計に依存して学校に通う状況から, こうし

た自立にいたるプロセスが ｢学校から職業生活へ

の移行｣ である (OECD 2000)｡

わが国はこれまで, 若者のスムーズな移行を支

えるシステムを持つ国として国際的に評価されて

きた (Ryan 1996, OECD 2000 など)｡ それは, 学

校の組織的な支援の下に, 卒業するかなり以前か

ら求職活動をし, 卒業と同時に安定した正規の職

を得るという, 新規学卒就職・採用のシステムで

ある｡ 特にこれは, 少し前まで新卒就職者の半数

以上を占めていた高校での就職の仕組みで顕著で

ある｡ 高校は卒業生の就職斡旋を自らの責任とし,

大量の生徒を一斉に, 一括して安定的な雇用へ移

行させてきた｡ 企業側はといえば, 長期にわたる

雇用を前提に, 新卒者には特別な配慮をもって職

業能力開発を行ってきたし, 賃金や地位の上昇の

期待にも沿ってきた｡ こうした学校と企業の連携

の中で, 多くの日本の若者たちは職業生活へのス

ムーズな移行を果たしてきたといえる｡

しかし, 90 年代初めの景気後退以降, 新規学

卒者への企業の採用意欲は大幅に減退した｡ とり

わけ, 高校卒業予定者への求人は 90 年代初めに

比べれば 8分の 1にまで激減し, 学卒時点で就職

できないまま無業で卒業する若者が増加した｡ 若

年失業率も急上昇して, 15～24 歳の男性では
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11％ (2003 年平均) を超える高い水準になってい

る｡ 同時に増加したのが, フリーターである｡

『平成 16 年版労働経済白書』 (2004) ではその数

を 217 万人と推計し, 10 年ほどで倍以上になっ

ていると指摘している1)｡

こうした移行の変化に伴う若者の就業問題につ

いては, 90 年代末から ｢フリーター問題｣ とし

て社会的関心があつまり, 研究の上でもフリーター

の実態や問題点を明らかにする作業が進んだ｡ フ

リーターの就業実態については, ｢就業構造基本

調査｣ の再分析や日本労働研究機構等による調査

から, 労働日数, 労働時間については ｢半数弱の

者は正規雇用者並みに毎日長時間働く｣ (上西

2002) という状況が明らかになっている｡ また,

意識の上では, 日本労働研究機構 (2001) は, 3

年後には正社員や自営を望む者が大半であること

を指摘し, 『国民生活白書』 (2003) は, もともと

正社員を希望していた者が 7割を占めることを明

らかにしている｡ こうした実態分析を背景に政策

的対応が図られ, フリーターは政府の ｢若者自立・

挑戦プラン｣ のなかで, 増加に歯止めをかける対

象として強く意識されるようになった｡

最近になって注目されているのが, 学校に通わ

ず, また就業もしていない無業の若者である｡ 小

杉・堀 (2003) は, イギリスの政策研究を背景に,

日本においては積極的な求職活動をしていない無

業の若者は公的支援の対象としては見過ごされて

いることを指摘し, 玄田 (2004) は, 就職や進学

への希望喪失の状態と捉えて, その急増と格差の

拡大を指摘している｡ 『労働経済白書』 (2004) も

非在学で結婚していない若年無業者 (15‒34 歳層)

について集計し, 52 万人という数字と増加傾向

を指摘した2)｡

本稿では, この新たな政策課題としての無業の

若者たちについて, 第 1に, イギリスでの議論を

紹介するとともにその日本へのインプリケーショ

ンを考察し, 第 2に, 把握既存統計からその増加

状況と属性を分析し, 第 3に, 労働政策研究・研

修機構によるヒアリング調査結果を用いてこうし

た若者たちの増加の背景要因を探り, これを踏ま

えて, 第 4に, 政策的対応の方向性について考察

する｡

Ⅱ イギリスにおけるNEET問題と
日本型ニート

1 イギリスのNEET 問題

学校から職業への移行がスムーズに進まない事

態は, 多くの先進諸国が経験してきたところであ

る｡ 若年失業問題はわが国よりはるかに前から深

刻化しさまざまな対策が講じられてきた｡ こうし

た国々でも, 最近では, 失業問題という捉え方を

超えて, 無業の若者への関心が高まっている｡

OECD (2002) では, 加盟国の 3 分の 1 で,

20～24 歳の男性の 5～10％が, 在学もしていなけ

れば, 労働市場にも参入していない状態3) だと指

摘されている｡ とりわけ EU諸国においては, 就

業を通しての社会への統合を重視する政策をとっ

ているだけに, こうした非活動的な状態の若者へ

の懸念が広がっている｡

その中で, イギリスでは, 学校に行っていない,

仕事もしていないし職業訓練を受けているわけで

もない若者を NEET (＝Not in Education,

Employment or Training) と呼び, 政策対象とし

て特段の注意を払っている｡

すなわち, 1980 年代前半に若年失業率が 20％

近くにもなっていたイギリスでは, 政府は職業訓

練政策に力を入れ, 義務教育修了後に, 上級学校

に進学せず, 就職もしない場合は, 職業訓練を受

けるよう誘導する政策を採り続けてきた｡ にもか

かわらず, 90 年代末の調査では, 16～18 歳人口

の 9％ (16 万 1000 人) が, 学校にも, 雇用にも,

職業訓練にも参加していない ｢NEET｣ の状態で

あることが政府の Social Exclusion Unit による

報告書で明らかにされた｡ さらにそこでは,

16～18 歳で NEET 状態にあった者は, その後も

教育訓練に参加せず, 長期的キャリア形成の可能

性が低く, 税金納入者ではなくさまざまな社会福

祉給付受給者になる可能性があり, また, 薬物乱

用者や刑法犯, ホームレスになる可能性も低くな

いなど, 彼らは, 将来の社会的排除に結びつきや

すい存在であることが指摘されている｡ そして,

この 16～18 歳での状況から生ずる莫大なコスト

を推計したうえで, その予防のための教育的プロ
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グラムは効果の高い支出であるという認識が示さ

れている｡ この後, イギリス政府は, 新たな青少

年対策4) を開始するに至る (Social Exclusion Unit

1999, 沖田 2003)｡

2 日本へのインプリケーションと日本型ニート

さて, わが国においてはどうだろうか｡ 日本で

は, 少し前まで他の先進諸国に比べて若者の雇用

状況は良好だった｡ そのため, 若者就業問題への

政府の本格的な取り組みは近年始まったばかりで

ある｡ しかし, 若年失業に苦しんできた他の国々

の状況からは, 失業問題に限らない, 幅広い対応

が重要であることが指摘されている (OECD

2002)｡ わが国でも, フリーターの問題に加えて

無業の問題も視野に入れていくべきだろう｡

では, 日本でも NEET を問題として取り上げ

るべきなのだろうか｡

イギリスと同様に教育と雇用と職業訓練のいず

れにも属さない 16～18 歳層と捉えるのが妥当か

というと, 職業訓練への誘導策をとってきたわけ

でなく, また学校進学率が大きく異なる状況を考

えると, 日本での問題設定は異なるだろう｡ 日本

での若者対策を考えるに当たってイギリスから学

ぶべきことは, 次の 3点であると考える｡ すなわ

ち, 第 1に学校や企業に所属するなどのしっかり

した社会との関係を持っていないために生ずる将

来の可能性の閉塞状態について, これを問題とし

てみること, 第 2に, そうした状態の人がハロー

ワークなどの政策的支援を十分活用していないと

したら, そこに問題があると見ること, そして,

第 3に, そのまま放置すると, 社会にとってコス

トになる可能性があるという視点から対策を講ず

ることである｡

そこで, 日本でNEET問題を考えるなら, ｢社

会活動に参加していないため, 将来の社会的なコ

ストになる可能性があり, 現在の就業支援策では

十分活性化できていない存在｣ と捉えることを提

案したい｡

さらに, それを統計上で把握するために, ここ

では次のような定義をとる｡ すなわち, ｢日本型

ニート＝15～34 歳の非労働力のうち, 主に通学

でも, 主に家事に従事でもない者｣ という定義で

ある｡ ここで, 34 歳以下と範囲を広げたのは,

最近の若年者就業問題では, 30 代前半までを視

野に入れていることが多く, それとの連続性のた

めである｡ また, 年齢層を高くとると, 家事に主

に従事する専業主婦層が非労働力の多くを占める

ことになる｡ 社会活動への非参加から社会のコス

ト化するという議論では, こうした専業主婦層は

はずして考えることが妥当なので, これも排除す

るため ｢主に家事｣ に従事する者を排除すること

にする｡

以下この定義で, 各種の政府統計から日本型ニー

トを抽出して, その特徴をさぐってみよう｡

Ⅲ 日本型ニートの統計的把握

1 日本型ニートの把握

まず, どのくらいの総量になるのか｡ ｢労働力

調査｣ (総務省) を基にこの定義に当たるものを

集計すると, 表 1 に示すとおり, 2003 年にはお

よそ 64 万人5) となり, 同年齢人口全体の 1.9％程

度を占める｡ その数および同一年齢に占める比率

は 90 年代前半からやや上昇傾向にあったが, ご

く最近の増加が大きい｡

2 日本型ニートの性・年齢の特徴

次に, 日本型ニートの特徴を検討する｡ 同じく

｢労働力調査｣ (2003) を用いて, その構成をみる

と, 性別では男性が 65％程度で女性より多い｡

年齢別には, 15～19 歳が 2 割弱を占め, 20～24
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表 1 非通学・非家事の非労働力 (実数, 同年齢人口に占める比率)

90 年 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 年

実数 (万人) 40 40 38 40 42 45 40 42 46 48 44 49 64 64

人口比 (％) 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2 1.3 1.1 1.2 1.3 1.4 1.3 1.4 1.9 1.9

資料出所：総務省 ｢労働力調査｣ (各年平均)



歳, 25～29 歳, 30～34 歳層はそれぞれ 3 割弱で

同程度の比率である｡ 性別, 年齢別の構成比は

90 年代初めからほとんど変わっていない｡

同一年齢層人口に占める比率としてはどうだろ

う｡ 15～34 歳層全体では 1.9％であったが, 年齢

段階によってこれは異なり, 15～17歳層で 1.0％,

18～19 歳層で 2.4％, 20～24 歳層で 2.2％,

25～29 歳層で 2.0％, 30～34 歳層で 1.9％となっ

ており, 特に一般的な高校在学中の年齢に当たる

15～17 歳層での日本型ニート比率は低い｡ 高校

進学率が非常に高い日本では, やはりイギリスと

違って, この年齢層では少ない｡ ただし, この年

齢層を除けば, 若いほどニートになりやすいこと

は明らかである｡

この年齢と日本型ニートへのなりやすさとの関

係をもう少し詳しく分析してみよう｡ そこで, こ

こでは, 1歳刻みでのデータが取れる ｢国勢調査｣

(総務省) の結果を用いて, まったく同じ定義を

用いて, 日本型ニートの年齢別出現率を見てみよ

う (図 1)｡

図 1 に示すとおり, 19 歳に第 1 のピークがあ

り, さらに, 23 歳に第 2のピークがある｡ 19 歳,

23 歳というのは, それぞれ高校卒業から 1年目,

大学卒業から 1年目に当たる年齢である｡ ここか

ら推測できるのは, 長く続く学卒就職市場の冷え

込みの影響である｡ 90 年代初め以降, 新規学卒

向け求人は大幅に減少し, 特に高校生への求人は

8分の 1 にまで激減した｡ その変化の中で, 就職

活動をあきらめてしまったり, 将来の展望が見え

なくなった若者が増えているのではないかと思わ

れる6)｡

新規学卒時点での就職のハードルは非常に高く

なり, 学校卒業までに就職口が決まって当然とい

う状況ではなくなった｡ しかし, いったん学校を

離れると, 仕事選びや就職活動を支援し, 相談に

乗ってくれる場は少ない｡ 経験も知識も少ない若

者たちのなかには, 一人で行き詰まってしまうケー

スも少なくないだろう｡ こうした若者たちが, 急

増した日本型ニートには, 少なからず含まれてい

よう｡

3 日本型ニートの学歴の特徴

次に学歴上の特徴を検討する｡ 就業状態と学歴

との関係がわかる調査としては ｢就業構造基本調

査｣ (総務省) がある｡ この調査の特徴は, 就業

状況を ｢ふだんの状況｣ で尋ねていることで,

｢労働力調査｣ や ｢国勢調査｣ が特定の 1 週間の

状況で尋ねているのとは異なる｡ しかし, 2002

年に実施された調査だけは, ｢ふだんの状況｣ に

加えて ｢9 月末 1 週間の状況｣ についても調査し

ている｡ この, ｢9 月末 1 週間の状況｣ から, こ

れまでの二つの調査と同じ定義で日本型ニートを

抽出して, この学歴背景をみてみよう｡

その結果が図 2 である｡ 在学中の者を除いた

15～34 歳人口全体の学歴構成と日本型ニートの

学歴構成を対比してある｡
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一見して明らかなのは, ニートの場合には中学

卒業の学歴の者が約 3割近くと, 一般の者に比べ

て多いことである｡ その分大学や短大・専門学校

などの卒業者が少ない｡ さらに, 表 2では, これ

を出現率のかたちで示した｡ ここでも, 中学卒の

学歴なら 1割近くがニート状態である｡ 中学卒学

歴には, 現在の高校進学率の高さを考えると, お

そらく高校を中途退学したケースが多く含まれて

いると思われる7)｡ 高校中退者は減少傾向にある

が, 2003 年でも年間 8 万人を超える水準である｡

中途退学した場合は, 高校卒業時点で就職が決ま

らなかった生徒以上に, 他の学校を選ぶのか, 方

向転換して仕事を探すのか, 悩みは大きいだろう｡

元の学校に相談に行きにくいケースも多いだろう

から, 彼らの相談に乗ったり正確な情報を提供し

てくれる機関は少なかろう｡ ここでも, 一人で行

き詰まってしまうケースが想像できる｡

また, 学校中退の背景には, 遅刻・欠席などの

生活指導上の問題や学業不振を抱える場合も少な

くない｡ こうした課題は, 就業に方向転換したと

しても, やはり本人の可能性を阻む要因になろう｡

職業社会に入る上で必要な基本的な就業能力をど

こでどう身につけるのか, そうした能力形成の問

題も大きな壁になってくるのではないかと思われ

る｡

さらに, 年齢段階ごとの学歴分布を検討すると,

中学卒学歴のばあい, 20 歳代後半, 30 歳代前半

とどちらも 5万人程度とその数は減っていないが,

大学・大学院卒では, 20 歳代後半には 3 万 4000

人と比較的多いものの, 30 歳代前半には 2 万

2000 人とかなり減少している｡ いったんニート

状態になった後に, そこから抜け出す確率は, お

そらく高学歴者では高く, 低学歴者では低いので

はないかと推測される｡

4 日本型ニートの地域分布

2002 年の ｢就業構造基本調査｣ では, 都道府

県別にニート出現率が計算できる｡ フリーターは

首都圏や関西圏で多い, 都市集中の傾向があっ

た8) が, ニートの場合は, はっきりした傾向がみ

られない｡ 図 3は, 男性について, 都道府県ごと

のニートの出現率と完全失業率 (15-34 歳) の関

係を見たものである｡ ニート出現率が高いのは,

沖縄県, 奈良県, 兵庫県, 高知県の順であるが,

これらの県は若年失業率が比較的高い県でもある｡

就業機会の少なさが, 就職活動をあきらめてニー

ト状態に陥る若者を生んでいるという因果関係が

推測される｡

しかし, これも例えば大阪府の完全失業率は

11.4％と沖縄県に次いで高いがニートの出現率は
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表 2 15-34 歳の各学歴卒業者における日本型ニートの出現率

中学卒 高校卒 短大・高専・専門卒 大学・大学院卒

ニート出現率 8.8 2.6 0.9 1.3

資料出所：総務省 ｢就業構造基本調査｣ (2002)

図2　日本型ニートの学歴構成�

15～ 34歳の卒業者�
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注：日本型ニートは，9月末1週間の状況が非通学・非家事の非労働力である。�
資料出所：総務省「就業構造基本調査」（2002）�
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2.3％と飛びぬけて高いわけではない｡ さらに,

女性についてみると, ニート出現率が高い県は秋

田県 5.1％, 山形県 2.7％, 沖縄県 2.5％, 宮城

県 2.5％の順であったが, このうち完全失業率が

高いのは沖縄県だけで, 他は全国平均よりむしろ

低い｡ 就業機会との関係からの説明は, さらに検

討が必要だろう｡

5 日本型ニートの親子関係

さて, ニート状態でいったいどのように生活し

ているのか｡

まず, 考えられるのが学生・生徒だったときと

同じように, 親の家計の中で生活している状態で

ある｡ ｢就業構造基本調査｣ では, 日本型ニート

の世帯の状況がわかる｡

表 3に示したが, ニートの場合, 約 7割は ｢世

帯主・配偶者以外の親族世帯員｣ である｡ これは,

子どもという立場でいるということだろう｡ 仕事

に就いていないのだから, 独立した生計は営めず

親との同居が多いのは当然だろう｡ 一方, 単身の

世帯主, つまり一人暮らしをしている者も 2割強

いる｡ 彼らの生計はどうなっているのかは不明だ

が, 貯蓄があるか親からの仕送りなどが考えられ

る｡

この世帯類型を年齢階層別に検討すると, 10

代のニートでは, 9 割が ｢世帯主・配偶者以外の

親族世帯員｣ で, これは一般の 10 代とまったく

同じである｡ 年齢が高まるほど, 一人暮らしが増

え, さらに, 世帯主・その配偶者という者もでて

くる｡ 30 歳代前半層を見ると, 一人暮らしが 3
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図3　都道府県別ニート出現率と完全失業率（男性）�

16.0

12.0

8.0

4.0

0.0
0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0%

％�

ニート出現率�

沖縄4.3％�

R2＝0.466

大阪2.3％� 高知3.0％�

奈良3.4％�

兵庫3.1％�愛媛�
2.6％�

栃木2.8％�

徳島2.1％�京都�
2.4％�

和歌山�
2.2％�

東京1.8％�

鳥取�
　1.4％�

広島�
　1.2％�

静岡�
　1.0％�

岩手1.6％�

石川1.9％�

群馬1.5％� 新潟2.4％�長野2.6％�

山形1.7％�
富山2.0％�福井�

　0.8％�

完
全
失
業
率�



割弱, 世帯主あるいは配偶者が 1割強, それ以外

の親族世帯員が 6割程度となっている｡ 一般の同

年代層では, 一人暮らしが 1割強, 世帯主あるい

は配偶者が 6割弱, それ以外の親族世帯員が約 3

割で, ニートの場合は, 子どもとして親と同居し

ている者の比率がこの年齢でも非常に高い｡ ニー

トの増加が, 非婚・晩婚につながることは間違い

ないだろう｡

6 日本型ニートの就業希望

ニートはよく ｢働く意欲のない青年｣ と解され

る｡ たしかに, ｢求職活動をしている失業者では

ない｣ と定義しているので, 求職活動はしていな

い層である｡ しかし, 求人に応募するなどの行動

を設定された調査期間にしたか否かを問うている

のが求職活動の有無なので, これを ｢働く意欲｣

と言い換えてしまうと, 誤解を生む可能性がある｡

｢就業構造基本調査｣ を用いると, 9 月末の 1

週間にニート状態であった人が, ふだんの状況と

してどのような就業・不就業の状況にあるのか,

あるいは, 就職を希望しているのかなどの就業へ

の意識を見ることができる｡

その結果を図 4に示した｡ 9 月末の 1 週間の状

況で定義したニートだが, ふだんの状況について

尋ねてもほとんどの人が仕事に就いていない｡ だ

が, 何か収入になる仕事をしたいという希望を持っ

ている者は約 4割を占める｡ ただし, 他の年齢層

に比べて 10 代では少ない｡ また, ふだんの状況

では求職活動をしている者は 15％前後, さらに

仕事が見つかればすぐ就くつもりである者はおよ

そ 1割程度である｡ ふだんの状況として, 求職活

動をしている者はやはり少ないが, 仕事に就きた

いという希望を持っているものはかなりいる｡ 行

動はしていないが希望は持っている｡

さて, 仕事に就く希望がある場合, どのような

仕事に就きたいと思っているのだろうか｡ ニート

状況の人と失業者として求職している人との違い

から, ニートの場合の特徴を見てみよう｡ ここで

は, 対比をより正確にするために, 失業者は 9月

末の 1週間も, ふだんの状況としても無業でかつ

求職活動をしている人に限定し, また, ニートも

9 月末 1 週間がニート状態であるだけでなく, ふ

だんの状況としても無業で求職活動をしていない

ケースに限定している｡

まず, 表 4上段は就きたい職種の分布である｡

同年齢の失業者との違いは, なんと言っても ｢仕

事の種類にこだわっていない｣ という者の多さで

ある｡ これは, どんな仕事でも就くという積極的

な意思表示なのかというと, おそらくそうではな

いだろう｡ 求職が現実的ではないため仕事を絞る

ことができない, あるいは, 経験がないために何

が自分にできるのかわからないという意識から,

｢こだわっていない｣ という選択肢を選んだので

はないかと思われる｡

また下段は就業形態の希望である｡ ニートの特

徴と見られるのは, まず正社員の希望が少ないこ

と, さらに, ｢パート・アルバイト・契約社員｣

と ｢その他｣ の就業形態を希望する者が多いこと

である｡ おそらくここにあるのは, 正社員として

フルに就業することに自信がないか, あるいは,

就業そのものが現実的になっていないため, 就業

形態まで考えている余裕がないといった事情であ

ろう｡
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表 3 15～34 歳層の世帯類型 (日本型ニートおよび一般)

15～34 歳計 15～19 歳 20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳

日本型

ニート

世帯主 (単身) 22.3 9.8 20.7 26.5 26.8

世帯主 (世帯員あり) 3.1 0.2 1.0 2.8 7.3

配偶者 2.8 0.5 1.2 3.6 4.9

世帯主・配偶者以外の親族 71.1 89.5 77.1 67.1 60.9

一般 世帯主 (単身) 16.8 9.0 25.2 18.6 14.1

世帯主 (世帯員あり) 12.3 0.2 3.3 14.7 26.6

配偶者 14.0 0.2 3.9 17.7 29.1

世帯主・配偶者以外の親族 56.9 90.7 67.5 49.0 30.3



Ⅳ 日本型ニートに至るプロセスと意識
インタビュー調査結果から

既存統計の分析からは, 日本型ニートのおおま

かな特徴が把握できた｡ 男性のほうが多いこと,

学歴構成は中学卒業者が比較的多く, 年齢は 19

歳, 23 歳で突出して多いこと, 就業については,

就きたいという希望を持っている者が約 4割をし

めること, などである｡ しかし, どの点について

も, その特徴を持つものが目立つということで,

性別では女性も 4割近くいるし, 学歴では, 実は

高卒者が一番多いし, 短大・専門学校や大学卒業

者も少なからずいた｡ それだけ多様な実態である
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表 4 失業者と日本型ニートの就きたい職種と就業形態の対比
(単位：人, ％)

男性 女性

失業者 ニート 失業者 ニート

9月末 1週間
仕事を探して

いた
その他

仕事を探して

いた
その他

ふだんの状況 求職活動あり 求職活動なし 求職活動あり 求職活動なし

15～34 歳計 684,000 119,900 481,000 77,500

希
望
職
種

製造・生産工程・建設 16.6 7.9 4.6 7.1

営業・販売・サービス職 17.3 8.3 24.9 19.0

専門的・技術的職業 19.2 17.3 18.3 14.7

事務職 7.1 5.3 28.5 15.1

その他 10.3 9.3 2.2 5.9

仕事の種類にこだわっていない 29.3 50.8 21.3 37.4

希
望
就
業
形
態

正規の職員・従業員 80.2 44.5 56.3 35.4

パート・アルバイト・契約社員 11.4 22.4 36.4 41.3

労働者派遣事業所の派遣社員 0.6 0.5 3.3 2.2

自営業 3.6 6.0 1.8 1.8

内職 0.0 0.8 0.4 2.7

その他 4.1 24.8 1.8 16.4

図4　日本型ニートの「ふだん」の就業状況，就業への希望・求職活動�
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ということであり, その多様な実態は多様な背景

があることを示唆するものだろう｡

そこで次に, 若者たちへのインタビュー調査結

果からその多様な実態に迫りたい｡ ここでは労働

政策研究・研修機構 (2004b) の調査設計と取り

まとめに沿って, ニート化する若者たちの背景要

因を考察する｡

まずこの調査9) は, 次の四つの次元を設定した

半構造化インタビューである｡ 第 1が就労の次元

で, 就業歴や紹介・斡旋経路, 就職・離職にかか

わる意識などを尋ねている｡ 第 2が学校の次元で,

小学校高学年ごろから振り返って, 学校歴, 学業

成績・学校への適応状況など, 第 3が家庭で, 家

族構成・家族の変遷, 生活費等の金銭の授受, 生

活水準, 親の本人への期待などである｡ 第 4がソー

シャル・ネットワーク等で, 仕事と家庭以外の生

活と友達等の人間関係についてである｡ それぞれ

の次元での対象者の語りからニート状態に至る背

景となった要因を考えてみよう｡

1 就労にかかわる要因

対象者たちは, 高校非進学, 学校中退, 卒業時

に就職活動をしない, 就職できない, 早期離職,

離職・離学後のアルバイト選択など, いくつかの

段階で, 正社員就業への経路から離れていった｡

それぞれに語られた事情は次のようなものである｡

まず, 中等教育で中退した者や卒業の見込みが立

たなかった者では基本的なレベルの就業準備がで

きていないという問題が大きかった｡ 離学後就業

しても, 朝起きられなかったり, ささいなことで

周囲と衝突したりして続かない｡ また, 高卒者の

場合には, 学校への求人が少なく, 在学中にハロー

ワークの活用までしているが就職先が決まらない｡

とりわけ, 地方の高卒者では出席状況や学業成績

など良好な業績を修めている者でも求人が決定的

に少ないため就職できないでいる｡ また, 高等教

育進学者では進路選択の失敗や不適応から中途退

学していたり, 自由応募の市場で応募先選択の基

本的な方向づけに迷っていたために, 一斉に進む

新卒就職のプロセスに乗りそこなって無業で卒業

している｡ なかでも, 進学浪人や留年期間が長く

なった者では, 新卒就職のプロセスに乗ることそ

のものを早くからあきらめていた｡

一方で, 新規学卒時をはずれると無技能の若者

の正社員就職は難しい｡ アルバイトのほうは友達

の紹介で決まったりするので入職のハードルは低

い｡ しかし, 日数が次第に減らされ, 継続できな

くなることも多い｡ アルバイトも選抜されている｡

さらに, 非正社員からの正社員登用の機会は少な

い｡ また, いったん就職した者では, 少ない新入

社員に過重な負荷がかかるなど仕事がこなせない

ことから自信を失ったり, 職場で仲間集団が形成

されないことから職場に居場所ができず, 早期退

職していた｡

2 学校にかかわる要因

ニートの増加に学校はどうかかわっているのか｡

まず, 高校段階まででは, 受験する高校の選択に

真剣に取り組んだか否かがその後の状況に大きく

関与していた｡ 高校選択に真剣に取り組んだ者は

高校を離れるときの進路選択にも真剣に取り組む

姿勢があり, さらに, こうしたケースでは移行の

危機にある現状においても将来への希望や展望を

持っている傾向があった｡ 学校が, 進路選択に真

剣に関与させる進路指導・キャリア教育を十分展

開しているかが問題である (堀 2004)｡ また, 入

学難易度の低い高校では, 学校を消極的な居場所

としか意識していない高校生が少なからずいて,

基本的な社会化も進んでいないし, 学業達成の意

欲も形成されていないという問題がある｡ 高校生

への求人の減少はこうした学校に顕著であるが,

基本的なエンプロイアビリティが未形成だから求

人が減ったという側面と, また, 求人がなくなっ

たことで生徒を授業への参加や学校卒業に動機づ

けることができなくなり, さらに社会化が進まな

いという側面とがある (長須 2004)｡

高等教育では, 大学進学段階での進路選択の問

題が同様にあり, 中途退学などにつながっている｡

また, 卒業をひかえての就職活動にわずかに参加

しただけで降りてしまう早期就職活動断念者が少

なからずいる｡ 今, 大学段階では, こうした課題

を乗り越える支援となるキャリア教育が必要になっ

ているが, 大学の支援機関を利用しているのは就

業意欲の強い者が多く, 支援が必要な者が利用し
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ていない｡

学生たちが就職活動の途上で立ちすくんでしま

うのは, キャリアの方向づけができずにいるから

にほかならない｡ 教育と職種とのある程度の関連

性が意識されていたのは工学部の出身者だけで,

文科系学部ではほとんど意識されていない｡ 大学

教育の専門性が一定のキャリアの方向との関連

(レリバンス) を有していれば, 職業選択の課題へ

の立ち向かい方も異なろう｡

3 家族にかかわる要因

ニート増加の背景にある家族要因として, まず,

都市部の家計状態が厳しい家庭が挙げられる｡ そ

こにしばしば見られる子どもへの低い関心, 低い

期待水準であり, これが子どもたちに与える影響

は大きい｡ 高校入学と同時にアルバイトをするこ

とが支持され, 子どもたちは親から小遣いをもら

う段階を終了し, 親からの経済的自立の一歩が始

まり, 後戻りすることはない｡ 自立への開始は早

いが, 不安定な雇用でニート状況にしばしば陥る｡

欧米諸国で指摘されている, もっとも社会的排除

に陥りやすい典型に近い｡

これに対して, 高学歴者の家庭では親の教育へ

の関心は強い｡ 子どもはひとたび学校で失敗する

と, 職業選択の過程にも負の影響がみられがちで

ある｡ また, しばしば ｢やりたいこと｣ をさせて

やりたいという親の想いやパラサイトを許す家計

状況が, 仕事選びの段階で立ちすくむ若者たちを

生み出す要因にもなっている (宮本 2004)｡

他方, 地方の高卒者の場合は, 就業機会が非常

に限定されているために無業になることも多く,

家庭と地域の限定された生活空間で暮らしていた｡

かといって, 就業のための地域移動は親も子も望

まない｡ 少子化の影響とともに, 都市文化は地域

に暮らしても享受できるので, 都市への移動をう

ながす誘因が小さくなっている面もあった｡

4 ソーシャル・ネットワークにかかわる要因

ソーシャル・ネットワーク, すなわち, 友人や

親戚等地域の大人などとの人的関係は若者に具体

的なサポートを提供すると同時に, 判断や決定を

行う際の準拠枠を提供する｡ 早く学校を離れる層

では, 地元の友達という閉じたソーシャル・ネッ

トワークの中で求職活動と短期就労を繰り返す傾

向があった｡ ここでは共有する情報も価値観も限

定的になりがちだった｡ また, 学校を離れてどこ

にも所属しない状態になると, ソーシャル・ネッ

トワークは縮小していく｡ この縮小化は, 社会的

発達の機会を減少させ, 自信を失わせたり現在の

状況に対するやる気を失わせ, 不活性化に結びつ

く｡ これが求職活動をさらに困難にする要素とな

るという悪循環に陥っていた (沖田 2004)｡

5 移行が困難な若者の状況のパターン化

各次元で語られた事情は相互に結びついている｡

職業生活への移行が困難な若者たちの状況を理解

する手助けとするために, その関連を整理して表

5 に示すような五つのパターンを抽出した｡ ｢刹

那を生きる｣ ｢つながりを失う｣ ｢立ちすくむ｣

｢自信を失う｣ ｢機会を待つ｣ は, それぞれの状況

を表現するキーワードである｡ その解説をする紙

幅はないが, 状況認識を助けるためのパターン化

は, 政策支援の展開には必要な作業だと考える｡

Ⅴ 必要な政策的支援

以上の検討から, 日本型ニート増加への対応策

として, ここでは次の三つを提案したい｡

第 1に, 地域主導のワンストップ, またはネッ

トワーク型のシステムにより, 多様なニーズに合

わせた幅広い就業支援サービスを体系的に提供で

きる体制をつくることである｡

安定的な雇用を得て, 継続的に就業することは,

若者が大人になり一人前の社会の構成員になる過

程の一つである｡ 大人になるための他の課題 (親

の家計からの独立や自分の家庭を持つこと, 納税や

社会保険への加入, 社会参加, 政治参加など) と密

接に絡んでいる｡ ｢刹那を生きる｣ や ｢つながり

を失う｣ パターンでは, 学校を中途退学していた

り, 引きこもりの経験を持っていたり, 所属集団

がないことから孤立し不安を抱えていた｡ 就業の

前段階で学校への復学や社会参加をサポートする

ことからはじめる必要も, ときには, 医療機関と

の連携が必要なこともあろう｡ これから就業の問
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題だけを取り出して対応することは有効ではない｡

また, サービスを利用する側にとってみればひ

とつながりの問題である｡ 社会知識も経験も少な

い若者にとって, サービス機関を使い分けること

は難しく, わかりにくい｡ 利用する側のニーズに

立てば, ひとつの組織で広く対応できるか, ある

いは, 連携して問題解決にあたる対応が必要であ

る｡ これは同時に, 幅広い対象へのサービスの提

供ということでもある｡ すなわち, 特に就業への

移行が困難な者に対象を絞ると, 対象者にとって

はスティグマ (烙印づけ) に感じられるかもしれ

ない｡ 多様な層に多様なサービスをひとつながり

で提供することの効果はこの面でも期待できる｡

また, 労働と教育, 家庭, 社会にかかわる問題

を解くには, その連携をとりやすい地域行政が主

導的役割を果たすことが望ましい｡ 各地にジョブ

カフェが設置されたが, こうした層への対応をそ

の発展型として位置づけることも可能だろう｡

そこで若者に対して提供するサービスとしては,

就職斡旋や教育訓練機会への接続, さらに, キャ

リア形成をサポートするガイダンス・カウンセリ

ング, 情報提供や就業体験等の機会の提供が考え

られるが, このほか, ソーシャル・ネットワーク

を拡大する契機を提供するために, 職業・労働の

範囲を超えた文化活動などの経験と交流の機会を

提供するプログラムや, 雇用機会の限定された地

域では, 雇用に代わる経路として社会参加のプロ

グラムも考えられる｡ その際には, 若者のイニシ

アティブを重視する施策が有効だろう｡

第 2に, 学校教育の充実と同時に学校以外の社

会化装置による補完的支援の提供である｡ 初期の

学校への適応の失敗 (不登校, 逸脱, 中途退学) は,

あとあとまで個人のキャリア展開の障壁となる一

方, 学校の社会化機能はすでに低下していた｡ 特

に ｢刹那を生きる｣ パターンでは, 家庭環境の面

でも, 親自体も不安定就労で, お金さえ入れれば
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表 5 移行が困難な若者たちの状況のパターン化

困難状況の

キーワード
労働市場 学校 家庭 社会等

刹那を生きる

高校への求人が少ない／友

達の誘いでアルバイト・ア

ルバイトはお金のため／労

働力需要に対して低いエン

プロイアビリティ

学校は消極的な居場所／高

校中退／遅刻欠席・学業不

振／学校の就職斡旋に乗れ

ない

厳しい家計状況／親の子ど

もへの関心が低い／朝起き

られない, 基本的生活習慣

の未確立

地域の友達との関係が密だ

が閉じている｡ 他の地域に

はでていかない／やりたい

ことは特にない／友達もみ

な同じような進路／遊ぶ金

のためにアルバイト

つながりを失う

学卒就職のプロセスに乗れ

ない／正社員就業の経験が

なく履歴書が書きにくい／

就労への希望はあるが, 社

会的関係の構築に課題

友人関係など, 人間関係の

形成に失敗／学校の就職斡

旋に乗れない

親の転勤が多い家庭であっ

たケースも

学校契機の友人関係は殆ど

ない／就職後に何らかのト

ラブルで離職して, そのま

ま社会との関係が縮小して

しまうケースも／人と話さ

ない生活がさらに対人能力

を低下させ就職できない悪

循環も

立ちすくむ

大卒時点で就職活動はする

ものの, キャリアの方向づ

けができず限定的な活動／

志望の絞り込みすぎ

キャリア志向なく高等教育

に進学／専門教育の職業的

レリバンスなし／大学の就

職支援活用も限定的

大学が当然という家計／親

は教育達成に関心が高い／

自己実現志向にも理解を持

つことが多い

皆がするから就職活動とい

うのでなく, 自分の課題と

して取り組んだ／親には申

し訳ないという気持ちが強

い

自信を失う

就職するが要求される水準

の仕事がこなせず早期離職

／迷惑をかけないために短

期のアルバイト／2 浪 2 留

などで年齢が高いため就職

をあきらめるケースも

専門教育の職業的レリバン

スなし／大学の就職支援を

活用

大学が当然という家計／親

は教育達成に関心が高い

心身ともに疲れた状態, 次

の仕事はゆっくり探したい

機会を待つ
高校への求人が少ない／地

域経済の衰退

就職のため親元を離れるこ

とは希望しない
地元志向が強い



子どもの就労形態や仕事内容に関心はなく, 子ど

もへの態度は無関心と放任という, 子どもに職業

への準備をさせる条件を備えていないことも少な

くなかった｡ この家庭環境は欧米諸国で指摘され

ている最も社会的排除に陥りやすい典型と一致す

るところが多い｡ 家庭の機能を補完し, 同時に,

低下した学校の機能をどう回復するかが, 難しく,

また, 大きな課題となっている｡

学校の機能の強化は, 現在進められている日本

版デュアルシステムのような産業界との連携の下

で, 職業訓練の要素を強めることで図られる部分

があろう｡ 学校的価値になじまない生徒もアルバ

イトに熱心なのは, お金がほしいという動機だけ

でなく, 産業界の教育力の賜物という面もある｡

学校教育に産業社会の教育力を取り入れるさまざ

まな工夫が期待される｡

また, 学校以外の組織が, 学校生活への適応を

サポートしたり, ソーシャル・ネットワークを広

げる機会を提供して, 逸脱を引き止め, 職業準備

をすすめる援助をしたりすることは, 有効だろう｡

その際, アウトリーチ的なアプローチを取り入れ

ることが有効性を増すための課題となるだろう｡

第 3には, 高等教育におけるキャリア教育と職

業的な視点を持つ専門教育の展開である｡ 高等教

育での中途退学や低調な就職活動の結果の無業・

フリーターになる若者は多い｡ この背景に, 中等

教育段階でのキャリア教育が不十分であることも

あるが, 高等教育機関自体としての問題もあろう｡

｢立ちすくむ｣ タイプの高等教育卒業者への対応

のためには, 高等教育と職業の関係のあり方 (レ

リバンス) をあらためて検討する必要があるし,

キャリア形成支援 (インターンシップなどのキャリ

ア教育のほか, 転科・転部・転学等のキャリア形成

のための進路変更の支援を含む) のための体制を整

備することも重要だろう｡

1) ここでのフリーターの定義は, ｢年齢 15～34 歳, 卒業者で

あって, 女性については未婚の者とし, さらに①現在就業し

ている者については勤め先における呼称が ｢アルバイト｣ 又

は ｢パート｣ である雇用者で, ②現在無業の者については家

事も通学もしておらず ｢アルバイト・パート｣ の仕事を希望

する者｣ である｡ フリーターは一律の定義がない言葉であり,

政府の白書の中でも 『国民生活白書』 (2003) では, ｢15～34

歳の若年 (ただし, 学生と主婦を除く) のうち, パート・ア

ルバイト (派遣等を含む) 及び働く意志のある無職の人｣ と

し, 2002 年段階で 417 万人と推計している｡

2) ここでの無業の若者の数は, 次の定義でとられている｡

｢非労働力人口のうち, 年齢 15～34 歳, 卒業者, 未婚であっ

て, 家事・通学をしていない者｣｡

3) 就業せず学校にも行っていない, かつ, 登録された失業者

でもなく社会扶助などの収入のない者｡

4) コネクションズ・サービス｡ 2001 年に始まった, 学校か

ら職業への移行を支援する新たな試みで, 13～19 歳のすべ

ての者を対象に, 成人への移行を支援するサービスである｡

5) 『労働経済白書』 (2004) では, ｢労働力調査｣ の個票を用

いた再分析を行い 52 万人という数字を示している｡ ここで

の推計と異なる点は, 『労働経済白書』 推計では, ｢在学中｣

と ｢既婚｣ の者を除いている点である｡ 個票の再集計だから

できる限定だが, われわれの推計との違いは, 白書推計では,

｢在学しているが通学していない非労働力｣ と ｢結婚してい

るが主に家事をしているのではない非労働力｣ が除かれてい

る点である｡ 前者は定義からして ｢不登校｣ の学生・生徒に

当たるのではないかと思われる｡ かれらは, 社会的組織への

参加という点からは課題を抱えており, 政策対象としては意

識しておくべき層だと思われる｡

6) ただし, 19 歳という年齢の突出には, 進学浪人が含まれ

ている可能性はある｡ 通学をしていない非労働力には, 予備

校に通わず, 在宅で進学準備の勉強をしている高卒者たちが

含まれよう｡ だが, 95 年と比較しての急激な増加は, 進学

浪人では説明できない｡ この間大学は入学しやすくなる傾向

が続いており, 在宅の進学浪人が急激に増えるとは考えられ

ないのである｡ 冷え込み続ける就職市場の影響のほうが大き

いことは間違いないだろう｡

7) 玄田・曲沼 (2004) でもニートの最終学歴の分析があり,

ここでは学校中退を別掲している｡ これによるとニートのう

ち中学卒業学歴は 7.2％, 高校中退学歴は 13.8％である｡ な

お, 玄田らが用いたデータは, インターネットモニター調査

で ｢無業｣ と答えた 18-35 歳未満の者である｡ 本データに比

べて, 高等教育卒業者比率が高い｡

8) フリーターの都道府県別出現率については, 日本労働研究

機構 (2001) 参照｡

9) 実施時期は 2003 年夏から 2004 年 2 月まで｡ 分析した調査

対象者は 51 名で, 男性 28 名, 女性 23 名｡ 学歴は, 中学卒 2

名, 高校中退 4 名, 高校卒 25 名, 短大専門中退 2 名, 短大

専門卒 5 名, 大学中退 4 名, 大学卒 9 名｡ 年齢は 19 歳以下

16名, 20-22 歳 12名, 23-25 歳 14名, 26 歳以上 9名｡ また,

地域は首都圏と, 関西地方, 東北地方で行った｡ この調査の

サンプル選定に当たっては, 高校教師をはじめ, 移行困難な

若者にさまざまな支援活動を行っている機関・個人に協力を

依頼し, 調査に協力してくれる若者を集めている｡ 日本労働

研究機構 (2000) のヒアリング対象に比べて, 移行の困難度

がより高い者が対象になっている｡

また, 調査対象のうち, アルバイト等に就いている者が 31

名を占めるが, 正社員並みによく働いているフリーターでは

ない｡ フリーターの半数は就労日数も就労時間も少なく, ま

た, 不定期であるが, こうした就労状況とニート状況とは,

実は非常に近いところにある｡ 統計上の操作では一定期間の

就業状況からニートを定義しているわけで, 月に何日か働く

ようなケースは, 当然この無業の中にも含まれてくる｡ フリー

ターとニートの関係といえば, よく働いているフリーターは

ニート状態になることはないが, 時々しか働いていないフリー

ターはニート状況になることが少なからずある｡ そうした意
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味で連続的な存在だといえる｡ したがって, このデータから

ニート増加の背景を探ることが可能だろう｡
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